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第  148 号 議  案   

令和 3年12月 2日提 出   

 

浜松市職員の給与に関する条例等の一部改正について 

 

浜松市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 （浜松市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 浜松市職員の給与に関する条例（昭和３１年浜松市条例第３８号）の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

（昇給の基準） （昇給の基準） 

第５条 職員の昇給は、規則で定める日に、

同日前１年間におけるその者の勤務成績に

応じて、行うものとする。 

第５条 職員の昇給は、規則で定める日に、

同日前において規則で定める日以前１年間

におけるその者の勤務成績に応じて、行う

ものとする。この場合において、同日の翌

日から昇給を行う日の前日までの間に当該

職員が地方公務員法第２９条の規定による

懲戒処分を受けたことその他これに準じる

ものとして規則で定める事由に該当したと

きは、これらの事由を併せて考慮するもの

とする。 

２ 前項の規定により職員（次項に規定する

職員を除く。以下この項において同じ。）

を昇給させるか否か及び昇給させる場合の

昇給の号給数は、前項に規定する期間の全

部を良好な成績で勤務した職員の昇給の号

給数を４号給（行政職給料表の適用を受け

る職員のうちその職務の級が４級以上であ

って、管理職手当の支給を受けるもの及び

医療職給料表の適用を受ける職員でこれに

相当するものとして規則で定める職員にあ

っては、３号給）とすることを標準として

規則で定める基準に従い決定するものとす

る。 

２ 前項の規定により職員（次項に規定する

職員を除く。以下この項において同じ。）

を昇給させるか否か及び昇給させる場合の

昇給の号給数は、前項前段に規定する期間

の全部を良好な成績で勤務し、かつ、同項

後段の規定の適用を受けない職員の昇給の

号給数を４号給（行政職給料表の適用を受

ける職員のうちその職務の級が４級以上で

あって、管理職手当の支給を受けるもの及

び医療職給料表の適用を受ける職員でこれ

に相当するものとして規則で定める職員に

あっては、３号給）とすることを標準とし

て規則で定める基準に従い決定するものと

する。 

３ ５５歳（規則で定める職員にあっては、

５６歳以上の年齢で規則で定めるもの）を

３ ５５歳（規則で定める職員にあっては、

５６歳以上の年齢で規則で定めるもの）を
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超える職員の第１項の規定による昇給は、

同項に規定する期間におけるその者の勤務

成績が特に良好である場合に限り行うもの

とし、昇給させる場合の昇給の号給数は、

勤務成績に応じて規則で定める基準に従い

決定するものとする。 

超える職員の第１項の規定による昇給は、

同項前段に規定する期間におけるその者の

勤務成績が特に良好であり、かつ、同項後

段の規定の適用を受けない場合に限り行う

ものとし、昇給させる場合の昇給の号給数

は、勤務成績に応じて規則で定める基準に

従い決定するものとする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第２１条 勤勉手当は、６月１日及び１２月

１日（以下この条においてこれらの日を「基

準日」という。）にそれぞれ在職する職員

に対し、基準日以前６箇月以内の期間にお

けるその者の勤務成績に応じてそれぞれ基

準日の属する月の規則で定める日に支給す

る。これらの基準日前１箇月以内に退職し、

又は死亡した職員（規則で定める職員を除

く。）についても同様とする。 

第２１条 勤勉手当は、６月１日及び１２月

１日（以下この条においてこれらの日を「基

準日」という。）にそれぞれ在職する職員

に対し、その者の基準日以前における直近

の勤務の成績の結果及び基準日以前６箇月

以内の期間における勤務の状況に応じてそ

れぞれ基準日の属する月の規則で定める日

に支給する。これらの基準日前１箇月以内

に退職し、又は死亡した職員（規則で定め

る職員を除く。）についても同様とする。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （浜松市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第２条 浜松市職員の育児休業等に関する条例（平成４年浜松市条例第５６号）の一部を

次のように改正する。 

改正前 改正後 

（育児休業をした職員の職務復帰後におけ

る号給の調整） 

（育児休業をした職員の職務復帰後におけ

る号給の調整） 

第６条 育児休業をした職員が職務に復帰し

た場合において、他の職員との均衡上必要

があると認められるときは、その育児休業

の期間を１００分の１００以下の換算率に

より換算して得た期間を引き続き勤務した

ものとみなして、その職務に復帰した日及

第６条 育児休業をした職員が職務に復帰し

た場合において、他の職員との均衡上必要

があると認められるときは、その育児休業

の期間を１００分の１００以下の換算率に

より換算して得た期間を引き続き勤務した

ものとみなして、その職務に復帰した日、 
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びその日後における最初の昇給日（給与条

例第５条第１項に規定する規則で定める日

又は教育職員給与条例第７条第１項に規定

する教育委員会規則で定める日をいう。）

又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準

じてその者の号給を調整することができ

る。 

同日後における最初の昇給日（給与条例第

５条第１項の規定により昇給を行う同項の

規則で定める日又は教育職員給与条例第７

条第１項の規定により昇給を行う同項の教

育委員会規則で定める日をいう。以下この

条において同じ。）又はその次の昇給日に、

昇給の場合に準じてその者の号給を調整す

ることができる。 
  

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 （浜松市職員の自己啓発等休業に関する条例の一部改正） 

第３条 浜松市職員の自己啓発等休業に関する条例（平成２７年浜松市条例第４４号）の

一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（職務復帰後における号給の調整） （職務復帰後における号給の調整） 

第１０条 自己啓発等休業をした職員が職務

に復帰した場合において、他の職員との均

衡上必要があると認められるときは、当該

自己啓発等休業の期間を大学等課程の履修

又は国際貢献活動のためのもののうち、職

員としての職務に特に有用であると認めら

れるものにあっては１００分の１００以

下、それ以外のものにあっては１００分の

５０以下の換算率により換算して得た期間

を引き続き勤務したものとみなして、その

職務に復帰した日及びその日後における最

初の昇給日（浜松市職員の給与に関する条

例（昭和３１年浜松市条例第３８号）第５

条第１項に規定する規則で定める日又は浜

松市教育職員の給与に関する条例（平成 

２９年浜松市条例第３４号）第７条第１項

に規定する教育委員会規則で定める日をい

う。）又はそのいずれかの日に、昇給の場

合に準じてその者の号給を調整することが

第１０条 自己啓発等休業をした職員が職務

に復帰した場合において、他の職員との均

衡上必要があると認められるときは、当該

自己啓発等休業の期間を大学等課程の履修

又は国際貢献活動のためのもののうち、職

員としての職務に特に有用であると認めら

れるものにあっては１００分の１００以

下、それ以外のものにあっては１００分の

５０以下の換算率により換算して得た期間

を引き続き勤務したものとみなして、その

職務に復帰した日、同日後における最初の

昇給日（浜松市職員の給与に関する条例（昭

和３１年浜松市条例第３８号）第５条第１

項の規定により昇給を行う同項の規則で定

める日又は浜松市教育職員の給与に関する

条例（平成２９年浜松市条例第３４号）第

７条第１項の規定により昇給を行う同項の

教育委員会規則で定める日をいう。以下こ

の条において同じ。）又はその次の昇給日
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できる。 に、昇給の場合に準じてその者の号給を調

整することができる。 
  

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

（浜松市職員の配偶者同行休業に関する条例の一部改正） 

第４条 浜松市職員の配偶者同行休業に関する条例（平成２７年浜松市条例第４５号）の

一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（職務復帰後における号給の調整） （職務復帰後における号給の調整） 

第１０条 配偶者同行休業をした職員が職務

に復帰した場合において、他の職員との均

衡上必要があると認められるときは、当該

配偶者同行休業の期間を１００分の５０以

下の換算率により換算して得た期間を引き

続き勤務したものとみなして、その職務に

復帰した日及びその日後における最初の昇

給日（浜松市職員の給与に関する条例（昭

和３１年浜松市条例第３８号）第５条第１

項に規定する規則で定める日又は浜松市教

育職員の給与に関する条例（平成２９年浜

松市条例第３４号）第７条第１項に規定す

る教育委員会規則で定める日をいう。）又

はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じ

てその者の号給を調整することができる。 

第１０条 配偶者同行休業をした職員が職務

に復帰した場合において、他の職員との均

衡上必要があると認められるときは、当該

配偶者同行休業の期間を１００分の５０以

下の換算率により換算して得た期間を引き

続き勤務したものとみなして、その職務に

復帰した日、同日後における最初の昇給日

（浜松市職員の給与に関する条例（昭和 

３１年浜松市条例第３８号）第５条第１項

の規定により昇給を行う同項の規則で定め

る日又は浜松市教育職員の給与に関する条

例（平成２９年浜松市条例第３４号）第７

条第１項の規定により昇給を行う同項の教

育委員会規則で定める日をいう。以下この

条において同じ。）又はその次の昇給日に、

昇給の場合に準じてその者の号給を調整す

ることができる。 

備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。 

 （昇給に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の浜松市職員の給与に関する条例（以下「新条例」という。）

第５条の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）後において行われる昇
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給について適用し、施行日以前において行われる昇給については、なお従前の例による。

この場合において、施行日後１年間において行われる同条の規定による昇給については、

同条第１項中「日以前１年間」とあるのは「期間」と、「同日の」とあるのは「当該期間

の末日の」とする。 

 （勤勉手当に関する経過措置） 

３ 新条例第２１条の規定は、令和４年１２月以後に支給する勤勉手当について適用し、

同年６月に支給する勤勉手当については、なお従前の例による。 

 （規則への委任） 

４ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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第  149 号 議  案   

令和 3年12月 2日提 出   

 

浜松市教育職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

浜松市教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

浜松市長  鈴  木  康  友  
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浜松市教育職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

浜松市教育職員の給与に関する条例（平成２９年浜松市条例第３４号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正前 改正後 

（昇給の基準） （昇給の基準） 

第７条 職員の昇給は、教育委員会規則で定め

る日に、同日前１年間におけるその者の勤務

成績に応じて、行うものとする。 

第７条 職員の昇給は、教育委員会規則で定め

る日に、同日前において教育委員会規則で定

める日以前１年間におけるその者の勤務成

績に応じて、行うものとする。この場合にお

いて、同日の翌日から昇給を行う日の前日ま

での間に当該職員が地方公務員法第２９条

の規定による懲戒処分を受けたことその他

これに準じるものとして教育委員会規則で

定める事由に該当したときは、これらの事由

を併せて考慮するものとする。 

２ 前項の規定により職員（次項に規定する職

員を除く。以下この項において同じ。）を昇

給させるか否か及び昇給させる場合の昇給

の号給数は、前項に規定する期間の全部を良

好な成績で勤務した職員の昇給の号給数を

４号給（浜松市職員の給与に関する条例（昭

和３１年浜松市条例第３８号）別表第１の行

政職給料表（以下「行政職給料表」という。）

の適用を受ける者のうちその職務の級が４

級以上であって管理職手当の支給を受ける

ものに相当する職員として教育委員会規則

で定める職員にあっては、３号給）とするこ

とを標準として教育委員会規則で定める基

準に従い決定するものとする。 

２ 前項の規定により職員（次項に規定する職

員を除く。以下この項において同じ。）を昇

給させるか否か及び昇給させる場合の昇給

の号給数は、前項前段に規定する期間の全部

を良好な成績で勤務し、かつ、同項後段の規

定の適用を受けない職員の昇給の号給数を

４号給（浜松市職員の給与に関する条例（昭

和３１年浜松市条例第３８号)別表第１の行

政職給料表（以下「行政職給料表」という。）

の適用を受ける者のうちその職務の級が４

級以上であって管理職手当の支給を受ける

ものに相当する職員として教育委員会規則

で定める職員にあっては、３号給）とするこ

とを標準として教育委員会規則で定める基

準に従い決定するものとする。 

３ ５５歳を超える職員の第１項の規定によ

る昇給は、同項に規定する期間におけるその

３ ５５歳を超える職員の第１項の規定によ

る昇給は、同項前段に規定する期間における
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者の勤務成績が特に良好である場合に限り

行うものとし、昇給させる場合の昇給の号給

数は、勤務成績に応じて教育委員会規則で定

める基準に従い決定するものとする。 

その者の勤務成績が特に良好であり、かつ、

同項後段の規定の適用を受けない場合に限

り行うものとし、昇給させる場合の昇給の号

給数は、勤務成績に応じて教育委員会規則で

定める基準に従い決定するものとする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第３６条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１

日（以下この条においてこれらの日を「基準

日」という。）にそれぞれ在職する職員に対

し、基準日以前６箇月以内の期間におけるそ

の者の勤務成績に応じてそれぞれ基準日の

属する月の教育委員会規則で定める日に支

給する。これらの基準日前１箇月以内に退職

し、又は死亡した職員（教育委員会規則で定

める職員を除く。）についても同様とする。 

第３６条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１

日（以下この条においてこれらの日を「基準

日」という。）にそれぞれ在職する職員に対

し、その者の基準日以前における直近の勤務

の成績の結果及び基準日以前６箇月以内の

期間における勤務の状況に応じてそれぞれ

基準日の属する月の教育委員会規則で定め

る日に支給する。これらの基準日前１箇月以

内に退職し、又は死亡した職員（教育委員会

規則で定める職員を除く。）についても同様

とする。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

  備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行する。 

 （昇給に関する経過措置） 

２ 改正後の浜松市教育職員の給与に関する条例（以下「新条例」という。）第７条の規定

は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）後において行われる昇給について適

用し、施行日以前において行われる昇給については、なお従前の例による。この場合に

おいて、施行日後１年間において行われる同条の規定による昇給については、同条第１

項中「日以前１年間」とあるのは「期間」と、「同日の」とあるのは「当該期間の末日の」

とする。 

 （勤勉手当に関する経過措置） 

３ 新条例第３６条の規定は、令和４年１２月以後に支給する勤勉手当について適用し、
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同年６月に支給する勤勉手当については、なお従前の例による。 

 （教育委員会規則への委任） 

４ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で

定める。 
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追加議案の参考資料 

 

第  148 号議案 浜松市職員の給与に関する条例等の一部改正について 

    

第  149 号議案 浜松市教育職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

第 148 号議案及び第 149 号議案の条例は、人事評価の結果等をより適

切に昇給及び勤勉手当に反映させるため勤務成績の対象期間を見直すこ

とに伴い、関係規定の改正を行うもののほか、所要の整備を行うもので

あります。 
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白 紙 
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（第 148 号議案の説明資料） 

人事課 

 

浜松市職員の給与に関する条例等の一部改正について 

 

（提案理由） 

人事評価の結果等をより適切に昇給及び勤勉手当へ反映させるため勤務成績の対象期

間を見直すことに伴い、関係する規定を改正するほか、所要の整備をするため、条例の

一部を改正するものです。 

 

（改正内容） 

 １ 昇給 

   昇給の基礎となる勤務成績の対象期間を、昇給日前１年間から、昇給日前における

規則で定める日以前１年間とするものです。 

    

 ２ 勤勉手当 

   勤勉手当に反映させる勤務成績を業績、能力等に基づく「勤務の成績」と、欠勤、

休職等による「勤務の状況」に区分し、それぞれ異なる対象期間とするものです。 

   

３ その他 

１の改正に伴い、育児休業、自己啓発等休業及び配偶者同行休業から職務復帰した後 

の給料について、所要の整備を行うものです。 

   

（施行期日等） 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行するものです。 

２ 改正後の浜松市職員の給与に関する条例（以下「新条例」という。）第５条の規定は、

この条例の施行日後において行われる昇給について適用し、施行日以前において行わ

れる昇給については、なお従前の例によるものです。 

３ 新条例第２１条の規定は、令和４年１２月以後に支給する勤勉手当について適用し、

同年６月に支給する勤勉手当については、なお従前の例によるものです。 

４ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定めるも

のです。 
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（第 149 号議案の説明資料） 

教職員課 

 

浜松市教育職員の給与に関する条例の一部改正について 

 

（提案理由） 

人事評価の結果等をより適切に昇給及び勤勉手当へ反映させるため勤務成績の対象期

間を見直すことに伴い、関係する規定を改正するほか、所要の整備をするため、条例の

一部を改正するものです。 

 

（改正内容） 

 １ 昇給 

   昇給の基礎となる勤務成績の対象期間を、昇給日前１年間から、昇給日前における 

規則で定める日以前１年間とするものです。 

 

 ２ 勤勉手当 

   勤勉手当に反映する勤務成績を業績、能力等に基づく「勤務の成績」と、欠勤、休 

職等による「勤務の状況」に区分し、それぞれ異なる対象期間とするものです。 

 

（施行期日等） 

１ この条例は、令和４年１月１日から施行するものです。 

２ 改正後の浜松市教育職員の給与に関する条例（以下「新条例」という。）第７条の規

定は、この条例の施行日後において行われる昇給について適用し、施行日以前におい

て行われる昇給については、なお従前の例によるものです。 

３ 新条例第３６条の規定は、令和４年１２月以後に支給する勤勉手当について適用し、

同年６月に支給する勤勉手当については、なお従前の例によるものです。 

４ 前２項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則

で定めるものです。 
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 （参考） 

  見直し後の対象期間 

 

１ 昇給 

 

勤務成績

◎
昇
給

9/30前年度10/1 1/1

 
 

２ 勤勉手当 

  

前年度3/31 4/1

勤務の成績

勤務の状況

前年度12/2 6/1 6/2
●
 
月
期
支
給

●
6
月
期
支
給

前年度10/1

12/1

9/30
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